
１　歳入歳出予算

○　給与改定関連

職員給与条例の改正等に伴う職員の給与等に係る経費の減額

月例給1.16％引き下げ、期末勤勉手当0.3月引き下げ、共済財源率変更

【一般会計】 千円

職員給与等減額 ▲ 1,847,000 千円
他会計繰出金減額 ▲ 149,000 千円

【特別会計】 千円

土地区画整理会計 ▲ 18,000 千円
国民健康保険会計 ▲ 36,000 千円
後期高齢者医療会計 ▲ 6,000 千円
介護保険会計 ▲ 29,000 千円

【企業会計】 千円

病院事業会計 ▲ 140,000 千円
中央卸売市場事業会計 ▲ 6,000 千円
軌道事業会計 ▲ 9,000 千円
高速電車事業会計 ▲ 119,000 千円
水道事業会計 ▲ 148,000 千円
下水道事業会計 ▲ 134,000 千円

○　緊急雇用創出事業

14事業で実116人の雇用創出

【一般会計】 千円

・区役所一般事務費追加 549 千円
・庁舎維持管理費追加 1,038 千円
・区役所窓口業務費追加 2,494 千円
・市民税費追加 7,480 千円
・納税事務費追加 1,611 千円
・児童養護施設等職員資質向上事業費 14,623 千円
・水質汚濁防止対策費追加 499 千円
・ごみステーション管理支援事業費追加 35,500 千円
・ごみ処理施設維持管理費追加 499 千円
・雇用推進事業費追加 499 千円
・雪まつり雪像制作費追加 5,670 千円
・特別支援教育費追加 499 千円
・学校保健費追加 499 千円
・中央図書館運営管理費追加 2,494 千円

73,954

　基金を設置する北海道から新たに補助の見通しが得られたことから、失業者に対する次
の雇用までの短期の雇用・就業機会の創出を図るための経費を追加

平成21年(2009年)11月19日

▲ 89,000

▲ 556,000

　　　　　　全会計総額▲　2,641,000千円

札 幌 市

平成21年第4回定例市議会補正予算の概要

▲ 1,996,000
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○　その他

新たに年度内に予算措置の必要が生じた経費の追加

【一般会計】 千円

・生活保護扶助費追加

【病院事業会計】 千円

・企業債償還金追加 45,000 千円
・材料費追加 360,000 千円

２　繰越明許費

【一般会計】

ごみ処理費（発寒清掃工場運営管理費） 千円

３　債務負担行為

○指定管理者制度関連

【一般会計】 千円
・札幌国際交流館等運営管理（ほか32事項　342施設）

【駐車場会計】 千円
・円山公園駐車場運営管理

○その他

【一般会計】 千円
・清掃工場等運営管理
・家庭ごみ指定袋関連事業

【国民健康保険会計】 千円
・診療報酬明細書点検

　事業進ちょくの遅れにより年度内執行が困難と予想される発寒清掃工場の定期点検及び
補修について繰越明許費を設定

45,900

2,880,000

7,860,000

54,000

405,000

22年4月から指定管理者制度を更新又は導入する公の施設について、指定管理者と21年度
中に協定を締結するため、債務負担行為を設定

中沼プラスチック選別センターの運転業務の委託等について、契約事務や準備等に時間
を要することから、本年度中に契約を締結するための債務負担行為を設定

40,020,589

104,000

（問い合わせ先）
　財）財政課予算係
　　　　　　TEL　011-211-2212
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１　歳入歳出予算補正項目

【各会計】 （単位：千円）

所管部 事 業 名

◎給与改定関連補正
▲ 1,996,000

▲ 89,000
▲ 556,000

▲ 2,641,000 　【特定財源】市債  　　　　　　　　　▲ 1,000

　【一般財源】財政調整基金繰入金  ▲ 1,995,000

◎緊急雇用創出事業
【一般会計】

4,081 区役所一般事務費追加
( 0 )

　新規雇用　1人

庁舎維持管理費追加

　新規雇用　2人

区役所窓口業務費追加

　新規雇用　5人

市 民 税 7,480 市民税費追加
( 0 )

　新規雇用　15人

納 税 事 務 1,611 納税事務費追加
( 0 )

　新規雇用　3人

児 童 福 祉 施 設 関 係 14,623 児童養護施設等職員資質向上事業費
( 0 )

　新規雇用　18人

ご み 収 集 35,500 ごみステーション管理支援事業費追加
( 0 )

　新規雇用　50人

ご み 処 理 施 設 管 理 499 ごみ処理施設管理費追加
( 0 )

　新規雇用　1人

499 水質汚濁防止対策費追加
( 0 ) 土壌汚染対策業務に係る臨時職員を配置

　新規雇用　1人

雇 用 推 進 499 雇用推進事業費追加
( 0 )

　新規雇用　1人

職員費関連合計

事    業    内    容

　職員給与条例の改正に伴う職員の給与等及び特別職、議員の期末
手当の減額

一 般 会 計
特 別 会 計

地

域

振

興

部

549区 役 所 ・ 出 張 所
運 営 管 理 22年度より指定管理者が清掃・警備等の物的管理を行う予定の篠

路コミュニティセンターなどに関する引継資料の作成に係る臨時
職員を配置

補正額
（一般財源）

企 業 会 計

財源内訳(一般会計)

1,038

市税収納率向上のための調査・訪問催告に係る支援を行う臨時職
員を配置

税

政

部

資質の向上を目的として行う研修等に参加する施設職員のため
に、児童養護施設等に臨時職員を配置

豊平区役所耐震改修工事に係る環境整備を行う臨時職員を配置

2,494
春の繁忙期への対応のため、4区役所の戸籍住民課に臨時職員を
配置

1,611

7,480
職員が税制改正に伴う申告内容等のチェック強化を行うため、申
告書等課税資料の収集・整理を早期に行う臨時職員を配置

水 質 汚 濁 ・
地 盤 沈 下 防 止 対 策

子

育

て

支

援

部

14,623

清掃工場プラント図面等のCADデータ化業務に係る臨時職員を配
置

環

境

事

業

部

ごみの不適正排出防止に関する普及啓発の補助及び積雪による収
集困難地区（狭隘路等）での収集作業に係る臨時職員を配置

環
境
都
市

推

進

部

499

雇
用
推
進
部

499
現下の厳しい雇用情勢に対応する雇用対策事業等に係る臨時職員
を配置

35,500

499
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都 市 魅 力 向 上 5,670 雪まつり雪像制作費追加
( 0 )

　新規雇用　12人

特 別 支 援 教 育 499 特別支援教育費追加
( 0 ) 特別支援教育のデータ整理等に係る臨時職員を配置

　新規雇用　1人

学 校 保 健 499 学校保健費追加
( 0 ) 学校における新型インフルエンザ情報管理に係る臨時職員を配置

　新規雇用　1人

中央図書館運営管理 2,494 中央図書館運営管理費追加
( 0 )

　新規雇用　5人

73,954 　【特定財源】道支出金  73,954

新規雇用　116人

◎その他の補正
【一般会計】

生 活 保 護 扶 助 7,860,000 生活保護扶助費追加
( 1,965,000 ) 保護人員の増等

7,860,000 　財源内訳
( 1,965,000 ) 【特定財源】国庫支出金  　　　　　5,895,000

【一般財源】財政調整基金繰入金  　1,965,000

【病院事業会計】 （単位：千円）

45,000

360,000

　財源内訳
405,000 　診療収益  　　　　360,000

静療院の一部を保健福祉局に有償所属替したことに伴い、企業債
の一部を繰上償還

抗がん剤等の高額薬品の使用量増加や新型インフルエンザワクチ
ン購入に対応

材 料 材料費追加 360,000

45,000

事    業    内    容補正額

7,860,000

5,670

保

）

総

務

部

事  業  名

蔵書検索システム更新に伴う業務量の増に対応するための臨時職
員を配置

2,494

学

校

教

育

部

中
央
図
書
館

観

光

コ

ン

ベ

ン

シ
ョ

ン

部

さっぽろ雪まつりにおける、受入体制の充実を図るための、会場
管理業務等に従事する臨時職員を配置

499

499

緊急雇用創出事業合計

その他の補正合計

病院事業会計合計

財源内訳(一般会計)

企 業 債 償 還 企業債償還金追加
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２ 債務負担行為の補正項目一覧

【一般会計】 （単位：千円）
所
管
部

事 項

・限度額及び期間の変更

清掃工場等運営管理 2,739,000 中沼プラスチック選別センターの運転業務等

〔期間　平成22年度～平成24年度（変更前　平成22年度）〕

・債務負担行為の追加

家 庭 ご み 指 定 袋 141,000 指定袋（3か月分）の製造
関 連 事 業

〔期間　平成22年度〕

・指定管理者制度関連

札 幌 国 際 交 流 館 40,020,589
運 営 管 理 342施設

他32項目

〔期間　原則平成22～25年度〕

42,900,589

【駐車場会計】
所
管
部

事 項

・指定管理者制度関連

円 山 公 園 駐 車 場 104,000 指定管理者制度を更新する円山公園駐車場の運営管理
運 営 管 理

〔期間　平成22～25年度〕

【国民健康保険会計】
所
管
部

事 項

・債務負担行為の追加

診療報酬明細書点検 45,900 診療報酬明細書の点検業務

〔期間　平成22年度〕

円

山

動

物

園

一般会計合計

（単位：千円）

限度額 事    業    内    容

（1,100,000）

各

部

指定管理者制度を更新及び導入する公の施設の運営管理

限度額
（変更前の限度額）

事    業    内    容

保
険
医
療
・

収
納
対
策
部

（単位：千円）

限度額 事    業    内    容

環

境

事

業

部

環

境

事

業

部
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３　各会計予算の現況（平成21年度予算）

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

858,809,910 5,937,954 864,747,864

特 別 会 計 土 地 区 画 整 理 4,397,206 ▲ 18,000 4,379,206

駐 車 場 416,800 0 416,800

母子寡婦福祉資金貸付 240,000 0 240,000

国 民 健 康 保 険 185,679,550 ▲ 36,000 185,643,550

老 人 医 療 550,000 0 550,000

後 期 高 齢 者 医 療 18,352,000 ▲ 6,000 18,346,000

介 護 保 険 95,292,270 ▲ 29,000 95,263,270

基 金 1,452,000 0 1,452,000

計 306,379,826 ▲ 89,000 306,290,826

企 業 会 計 病 院 事 業 25,115,000 265,000 25,380,000

中央卸売市場事業 4,091,000 ▲ 6,000 4,085,000

軌 道 事 業 1,771,000 ▲ 9,000 1,762,000

高 速 電 車 事 業 87,600,963 ▲ 119,000 87,481,963

水 道 事 業 62,099,000 ▲ 148,000 61,951,000

下 水 道 事 業 85,909,806 ▲ 134,000 85,775,806

計 266,586,769 ▲ 151,000 266,435,769

1,431,776,505 5,697,954 1,437,474,459

436,531,002 ▲ 46,000 436,485,002

※ 一般会計の補正額については議案第１号（給与改定関連）と第２号（その他）の

 合計、病院事業会計の補正額については議案第11号（給与改定関連）と第12号（そ

 の他）の合計である。

合 計

公 債 会 計

一 般 会 計

会 計 名
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（単位：千円、％）

会計 ４ 定 補 正 額

年
度

858,809,910 ( 9.5 ) 5,937,954 864,747,864 ( 10.0 ) 0.7

783,997,527 ( ▲0.3 ) 2,002,990 786,000,517 ( ▲0.1 ) 0.3

306,379,826 ( ▲7.1 ) ▲     89,000 306,290,826 ( ▲7.2 )

329,957,005 ( ▲31.6 ) 1,535 329,958,540 ( ▲31.6 ) 0.0

266,586,769 ( ▲7.7 ) ▲    151,000 266,435,769 ( ▲7.8 )

288,908,879 ( ▲3.5 ) 0 288,908,879 ( ▲3.5 ) 0.0

1,431,776,505 ( 2.1 ) 5,697,954 1,437,474,459 ( 2.3 ) 0.4

1,402,863,411 ( ▲10.6 ) 2,004,525 1,404,867,936 ( ▲10.4 ) 0.1

436,531,002 ( ▲13.5 ) ▲     46,000 436,485,002 ( ▲13.6 )

504,501,751 ( 10.6 ) 544,000 505,045,751 ( 10.7 ) 0.1

 ※ （ ）内は対前年伸び率

▲ 0.0

▲ 0.1

▲ 0.0

公債

21

20

企業

21

20

計

21

20

一般

21

20

特別

21

20

４ 第４回定例市議会補正予算の状況

４ 定 補 正 前 予 算 ４ 定 補 正 後 予 算
増減率
B/A - 1

A B
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○ １２月２６日 「札幌市緊急経済・雇用対策推進本部」立ち上げ 

 ☆ 市長指示により全庁的体制での機動的な取組開始 
 
○ １月１６日  本部会議開催・関係局長報告 

 ☆ 100 名の臨時的任用職員緊急雇用 

予算差金を活用した事業の追加発注（企業会計）～ 追加発注規模：1 億 7 千万円 
 
○ １月２９日  札幌市緊急経済・雇用対策事業の公表 

 ☆  4 つの重点取組に基づく総額 1,885 億円（予算計上分）の緊急経済・雇用対策事業 

 

○ ２月１２日 定額給付金等関係分を１定追加提案 （302 億 5 千万円） 
  定額給付金事業費     292 億 4 千万円 

  子育て応援特別手当支給費 10 億 1 千万円 

 

○ ２月２４日  本部会議開催・関係局長報告 

   ☆ 1,000 名以上の雇用を創出する緊急雇用対策事業 
■ 臨時的任用職員の緊急雇用        ⇒ 100 名  （H20）→既往予算対応 

■ 定額給付金事業             ⇒ 200 名程度（H20）→H21.1 定追加提案 

■ 緊急雇用創出事業（H21～H23）      ⇒ 716 名  （H21）→H21.1 定追加提案 

■ ふるさと雇用再生特別対策事業（H21～H23）⇒  41 名   （H21）→H21.1 臨提案 

 

○ ４月９日 ふるさと雇用再生特別対策事業を１臨提案 （1 億 4 千万円） 
  研究開発支援型雇用推進事業費ほか８事業、新規雇用創出効果 41 人 

 

○ ワークシェアリング（職員費流用 1 億 5 千万円） 
  100 人程度、雇用期間 H21.7.1～H22.3.31（9 ヶ月） 

 

○ ５月２１日 地域経済対策関連を２定提案（2 億 5 千万円） 
  商店街消費拡大支援事業費ほか４事業

１ 地元企業を支え、倒産を防ぐ取組 ２ 雇用のセーフティネットと生活を守る取組 

■企業の資金需要への対応 

中小企業金融対策資金の融資枠拡大  

融資枠：1,984 億円（前年比＋121 億円） 

■経営相談支援体制の充実 

サンデー経営相談、緊急セミナー開催 など 

■地元中小企業の受注確保   

前倒し発注総額：29 億円 

普通建設費：704 億円（前年比＋12 億円） 

■各種雇用相談の充実 

■生活支援の充実  

臨時的任用職員の緊急雇用：100 名募集 

離職退去者への市営住宅の提供：100 戸 

■緊急雇用創出事業の実施   

    緊急雇用創出事業による雇用創出 

３ 人材の育成と雇用の場を創り、就職を支援する取 

 組 

４ 地域経済を支え、活性化させる取組 

■人材の育成と新たな雇用の場の創出 

食、健康･福祉分野等での人材育成・就職促進  

など 

■求職者の再就職支援・就業機会の拡大 

 離職者向けスキルアップセミナーの創設 など 

■ふるさと雇用再生特別交付金事業の実施 

 21 年度補正予算提出に向け、道と調整・検討 

■生活対策関連事業の実施  

    事業規模：12 億円 

■定額給付金事業の実施 

    支給総額：281 億円 

■地域活性化事業（新規事業）の創設 

    農商工連携ファンド貸付 1 億円 など 

ここれれままででのの札札幌幌市市緊緊急急経経済済 雇雇用用対対策策のの取取組組ににつついいてて 
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○ ７月７日 緊急経済・雇用対策関連を２臨提案（265 億 8 千万円） 

 

○ ９月１７日 緊急経済・雇用対策関連を３定提案（51 億 3 千万円） 

 

○ １１月１９日 緊急雇用創出事業を４定提案 （7 千万円） 
  ごみステーション管理支援事業費ほか 13 事業、新規雇用創出効果 116 人 

((参参考考))  

  

  

ここれれままででのの経経済済対対策策のの総総額額                                                                  （（単単位位：：億億円円））  

重重点点取取組組  既既対対応応分分※※  今今回回補補正正分分  総総額額  

地地 元元 企企 業業 をを 支支 ええ 、、 倒倒 産産 をを 防防 ぐぐ 取取 組組 11,,771155  －－  11,,771155  

雇雇用用ののセセーーフフテティィネネッットトとと生生活活をを守守るる取取組組 2200  11 2211  

人人 材材 のの 育育 成成 とと 雇雇 用用 のの 場場 をを 創創 るる 取取 組組 77  －－ 77  

地地 域域 経経 済済 をを 支支 ええ 、、 活活 性性 化化 ささ せせ るる 取取 組組 447700  －－  447700  

計計  22,,221122  11  22,,221133  

※既対応分とは、平成 20 年度から 21 年 3 定補正にかけて実施している一連の経済対策を指す  

１ 地元企業を支え、倒産を防ぐ取組 ２ 雇用のセーフティネットと生活を守る取組 

■中小企業金融対策資金の融資枠拡大  

新規融資枠：200 億円 

■商店街が取り組むＰＲ活動に対する補助 

■中小製造業・建設業の新たな取組に対するフォロー

アップ 

 

■離職者に対する住宅手当の支給 

■緊急雇用創出事業 

新規雇用創出効果：809 人 

■奨学金の拡充 

■新型インフルエンザ対策 

など 

３ 人材の育成と雇用の場を創り、就職を支援する取 

 組 

４ 地域経済を支え、活性化させる取組 

■食品製造業などのものづくり産業を誘致するため

の補助金を創設 

限度額：5 億円 

■地元ＩＴ企業への発注増加を可能とする手法によ

るシステム開発の実施 

■公用車カーシエアリングの実証実験 

■元気カフェの整備による障がい者の雇用の場の創

出 

■元気ジョブアウトソーシングセンター事業 

■ふるさと雇用再生特別対策 

新規雇用創出効果：28 人 

など 

■学校教育環境の充実 

 校務処理用コンピューターの整備、地上デジタルテ

レビの整備 など 

■子育て支援・福祉 

 私立保育所の新築・改築、子育て応援特別手当の支

 給 など 

■環境・みどり 

 本庁舎の蛍光灯、大通駅ホーム駅名標識等のＬＥＤ

化、木質バイオ燃料の普及促進 など 

■将来につながる社会的資本の充実 

 道路の補修・点検、公園の整備、道路・街路の整備

など 

 

２ 雇用のセーフティネットと生活を守る取組 ４ 地域経済を支え、活性化させる取組 

■女性特有のがん検診の推進 

 節目の年齢での子宮頸がん・乳がん検診の無料実施

■母子家庭自立支援給付金の拡充 

 支給対象期間の拡大、支給額の引上げ 

など 

■学校教育環境の充実 

 小学校 15 校、中学校 3 校の耐震補強事業前倒し 

■環境 

 JR 札沼線電化の推進 など 

■除雪体制の強化と社会的資本の充実 

    事業規模： 8 億円 

など 

■■本本市市経経済済対対策策のの重重点点取取組組項項目目 


